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意見 考え方 
＜電気通信事業部会資料126－3 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電
話株式会社の令和3年度における基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化
等の報告について＞ 

 
情報通信審議会答申（平成18年11月21日）において、基礎的電気通信役務

の提供に係る設備利用部門の費用の経営効率化の状況等を総務省殿に報告す
ることが要望され、それを受けて当社は、平成18年度より16年間にわたって
報告を実施してまいりました。 
その間、年間▲7％の効率化計画を着実に達成し、基礎的電気通信役務の利

用部門費用は、平成18年度の報告開始時点の3,466億円から932億円まで減少
しています（▲73％、NTT東西計）。 

 
電気通信事業部会（第126回）において議論された経営効率化の報告方法等

の見直しについては、これまでの実績を踏まえ当社における経営効率化が定
着したと評価いただけると考えられること、また、具体的な実績値は、基礎
的電気通信役務収支表により総務省殿において把握することが可能であるこ
とを踏まえ、経営効率化に関する報告や審議等にかかるコストは必要最小限
とすることが望ましいと考えられることから、賛同します。 
 
また、設備利用部門費用の経営効率化の実施状況等については、当社のホ

ームページにおいて公表することで引き続き周知可能と考えます。 
 

【東日本電信電話株式会社・西日本電信電話株式会社】 

○ 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話

株式会社（以下「ＮＴＴ東日本・西日本」という。）

は、平成19年以降、本意見募集の対象である交

付金の額を算定するために用いる基礎的電気通

信役務の設備利用部門の費用について、毎年

７％の経営効率化を着実に達成して来たと認識し

ています。 

○ このため、ＮＴＴ東日本・西日本は、設備利用部

門費用の経営効率化目標を引き続き達成できる

ことが期待されること、また、総務省においても両

社が電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省

令第25号）第40条の５により提出する基礎的電気

通信役務収支表に基づき確認可能であることを踏

まえれば、ＮＴＴ東日本・西日本から総務省への設

備利用部門の経営効率化実績の報告は不要と考

えます。 

○ ただし、総務省においては、設備利用部門の経

営効率化の実績について、基礎的電気通信役務

収支表により確認を行い、年間約７％の効率化

が図られていない時には、ＮＴＴ東日本・西日本に

対し詳細な説明を求め、検証を行うとともに、当審

議会に対し報告を行うべきと考えます。 

○ なお、ユニバーサルサービス交付金は多くの利

用者の負担に支えられていることから、ＮＴＴ東日

本・西日本において、経営効率化の実績及び取組

内容をホームページ等で広く周知することが適当

と考えます。  


